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〇第３号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 宇都宮法務総合庁舎機械設備工
事（電子入札対象案件）
 第１号１に同じ。
 工事内容
敷地面積 5959
［庁舎１］
構 造 鉄骨造 地上10階地下１階建
建築面積 約1300
延べ面積 約13900
用 途 庁舎
工事種目 空気調和設備、換気設備、排煙設

備、自動制御設備、衛生器具設備、
給水設備、排水設備、給湯設備、
消火設備、ガス設備、雨水利用設
備、撤去工事

 第１号１に同じ。
 使用する主要な資機材 冷凍機 約１組、
吸収冷温水機 約２台、コンパクト形空気調
和機 約17台、ユニット形空気調和機 約４
台、ファンコイルユニット 約117台、受水
タンク 約１台
～ 第１号１～に同じ。

 平成12年４月１日以降に、元請けとして
完成・引渡しが完了した下記の要件を満
たす同種工事の新設（工事種目についてシ
ステム一式（機器、機材、冷水又は冷温水
配管、ダクト等の施工及び試験・調整を含
む。）を施工していること。）の施工実績を有
すること（共同企業体の構成員としての実
績は、出資比率が20％以上の場合のものに
限る。（ただし、異工種建設工事共同企業体
については適用しない。））。ただし、建築一
式工事及び請負代金額が500万円未満の工
事における施工実績は含まない。

１．延べ面積 10000以上（建物１棟
における延べ面積とし、増築にあって
は増築部分とする。）
２．階 数 ３階以上
３．工事種目 下記ａ）及びｂ）両方の
施工実績を有すること。ただし、同一
工事での施工実績でなくてもよい。
ａ）空気調和設備
ｂ）給水設備
ただし、申請できる同種工事の施工実績
は２件までとする。
なお、当該実績が国土交通省が発注した
工事のうち入札説明書に示すものに係る実
績である場合にあっては、評定点合計が入
札説明書に示す点数未満であるものを除
く。
経常建設共同企業体にあっては、構成員
のうち１社が上記の施工実績を有し、他
の構成員は、下記の施工実績を有するこ
と。

特定建設工事共同企業体にあっては、代
表者が上記の施工実績を有し、他の構成
員は、下記の施工実績を有すること。

１．延べ面積 3000以上（建物１棟
における延べ面積とし、増築にあって
は増築部分とする。）
２．工事種目 空気調和設備
また、異工種建設工事共同企業体として
の実績は、協定書による分担工事の実績の
み同種工事の実績として認める。
～ 第１号２～に同じ。 ３ 総合評価に関する事項

～ 第１号３～に同じ。
 「加算点」の算出方法は、予定価格の制
限の範囲内での入札参加者のうち、下記、
のそれぞれの評価項目毎に評価を行い加
算点を算出する。また、「施工体制評価点」
は下記の評価項目を評価して算出する。
なお、「施工体制評価点」の低い者に対して
は「加算点」を減ずる場合がある。
 技術提案［ＶＥ提案］の項目として「ダ
クト及び配管の施工において、保守管理
や将来の改修工事に配慮した施工に関す
る具体的な提案」
 工事全般の施工計画
 施工体制（施工体制評価点）
～ 第１号３～に同じ。
 の「ダクト及び配管の施工において、
保守管理や将来の改修工事に配慮した施工
に関する具体的な提案」の技術提案［ＶＥ
提案］については、予定価格の制限の範囲
内の入札参加者のうち、提案内容に応じて、
それぞれ、Ⅴ（30点）、Ⅳ（23点）、Ⅲ（15
点）、Ⅱ（８点）、Ⅰ（３点）及び不採用に
より評価を行い加算点を与える。
の「工事全般の施工計画」について
は、予定価格の制限の範囲内の入札参加者
のうち、内容に応じて、Ⅴ（30点）、Ⅳ
（23点）、Ⅲ（15点）、Ⅱ（８点）、Ⅰ（０
点）により評価を行い加算点を与える。な
お、未提出である又は全ての提案が不適切
である場合は欠格とする。

 第１号３に同じ。

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できるこ
と。なお、特定建設工事共同企業体として本
工事の入札に参加する場合にあっては、原則
として代表者の技術者を配置すること。
また、複数の技術者を申請する場合は、申
請する全ての者について次に掲げる基準を満
たしていること。
 １級管工事施工管理技士又はこれと同等
以上の資格を有する者であること。
 １人の者が、平成12年４月１日以降に元
請けとして完成・引渡しが完了した下記の
要件を満たす同種工事の新設（工事種目に
ついてシステム一式（機器、機材、冷水又
は冷温水配管、ダクト等の施工及び試験・
調整を含む。）を施工していること。）の工事
経験を有する者であること（共同企業体の
構成員としての経験は、出資比率が20％以
上の場合のものに限る。（ただし、異工種建
設工事共同企業体については適用しな
い。））。ただし、建築一式工事及び請負代金
額が500万円未満の工事における工事経験
は含まない。
１．延べ面積 3000以上（建物１棟に
おける延べ面積とし、増築にあっては増
築部分とする。）
２．階 数 ３階以上
３．工事種目 空気調和設備
ただし、申請できる同種工事の工事経験
は１件のみとする。
なお、当該経験が国土交通省が発注した
工事のうち入札説明書に示すものに係る経
験である場合にあっては、評定点合計が入

札説明書に示す点数未満であるものを除
く。
ただし、経常建設共同企業体又は特定建
設工事共同企業体にあっては、構成員のう
ち１社の主任技術者又は監理技術者が上記
の工事経験を有していればよい。
また、異工種建設工事共同企業体として
の経験は、協定書による分担工事において
の経験のみ同種工事の経験として認める。
 第１号２に同じ。
 第１号２に同じ。

２ 競争参加資格
 次に掲げる条件を満たしているものにより
構成される特定建設工事共同企業体であっ
て、「競争参加者の資格に関する公示」（平成27
年９月25日付け関東地方整備局長）に示すと
ころにより関東地方整備局長（以下「局長」
という。）から宇都宮法務総合庁舎機械設備
工事に係る特定建設工事共同企業体としての
競争参加の資格（以下「特定建設工事共同企
業体としての資格」という。）の認定を受けて
いる者、又は下記のからまでに掲げる条
件を満たしている単体有資格業者であるこ
と。
 第１号２に同じ。
 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）
における暖冷房衛生設備工事に係る一般競
争参加資格の認定を受けていること（会社
更生法（平成14年法律第154号）に基づき
更生手続開始の申立てがなされている者又
は民事再生法（平成11年法律第225号）に

基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、局長
が別に定める手続に基づく一般競争参加資
格の再認定を受けていること。）。
 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）
における暖冷房衛生設備工事に係る一般競
争参加資格の認定の際に客観的事項（共通
事項）について算定した点数（経営事項評
価数）が、1100点以上であること（の
再認定を受けた者にあっては、当該再認定
の際に、経営事項評価点数が1100点以上
であること。）。
 第１号２に同じ。
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